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第１章 プランの基本事項 

１ プラン策定の趣旨・背景 

わが国においては、平成１１年６月に「男女共同参画社会基本法」が制定され、この法律

に基づき、翌年の平成１２年１２月に「男女共同参画基本計画」が策定されました。その後、

平成１７年１２月には「第２次男女共同参画基本計画」が、平成２２年１２月には、より実

効性あるアクション・プランとすることをめざした「第３次男女共同参画基本計画」が策定

されています。 

■男女共同参画に関する日本の動き 

年 出来事 

平成 11 年 「男女共同参画社会基本法」制定 

平成 12 年 「男女共同参画基本計画」策定 

平成 13 年 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（ＤＶ防止法）」制定 

平成 15 年 「少子化社会対策基本法」、「次世代育成支援対策推進法」制定 

平成 16 年 
「ＤＶ防止法」第１次改正 

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針」策定 

平成 17 年 「男女共同参画基本計画（第２次）」策定 

平成 19 年 

「ＤＶ防止法」第２次改正 

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進

のための行動指針」策定 

平成 20 年 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針」改定 

平成 22 年 「第３次男女共同参画基本計画」策定 

 

愛知県においては、平成１３年３月に「あいち男女共同参画プラン２１～個性が輝く社会

をめざして～」が策定され、平成１４年３月には、県、県民、事業所の取組みの基本的な方

向を明らかにした「愛知県男女共同参画推進条例」が制定されました。さらに、社会情勢や

国の動向を鑑み、平成２３年３月には「新あいち男女共同参画プラン」が策定されています。 

■男女共同参画に関する愛知県の動き 

年 出来事 

平成 13 年 「あいち男女共同参画プラン 21～個性が輝く社会をめざして～」策定 

平成 14 年 「愛知県男女共同参画推進条例」制定 

平成 17 年 
「あいち子育て・子育ち応援プラン」策定 

「配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画」策定 

平成 18 年 「あいち男女共同参画プラン 21（改定版）」策定 

平成 20 年 「配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（２次）」策定 

平成 23 年 「あいち男女共同参画プラン 2011-2015」策定 

平成 24 年 「あいち仕事と生活の調和行動計画」策定 
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安城市では、平成１２年度に安城市の男女共同参画の方向性を定めた「安城市男女共同参

画プラン」を策定し、その後、平成１８年に後継計画となる「第２次安城市男女共同参画プ

ラン」を策定しました。また、平成２２年度には施策や事業の実施状況と市民意識を踏まえ

た「第２次安城市男女共同参画プラン」の中間改訂を行いました。 

■男女共同参画に関する安城市の動き 

年 出来事 

平成 12 年 「安城市男女共同参画プラン」策定 

平成 13 年 市民グループネットワーク「さんかく 21・安城」発足 

平成 18 年 「第２次安城市男女共同参画プラン平成 18 年度～平成 24 年度）」策定 

平成 20 年 「安城市男女共同参画推進条例」制定 

平成 22 年 「第２次安城市男女共同参画プラン」中間改訂 

 

「第３次安城市男女共同参画プラン」は、以上のような国、愛知県の動向や、本市の男女

共同参画に関する施策の実施状況、平成２３年度に実施した市民意識調査結果等を踏まえる

とともに、変化する社会経済情勢に対応し、本市における男女共同参画に関する行政の取り

組みを総合的・計画的に推進するため策定します。 

 

 
 

２ プランの期間 

計画期間は、平成２５年度から平成２９年度までの５年間とします。また、国内外の動向

や社会情勢の変化、計画期間中における事業進捗の状況を考慮し、随時、施策等の見直しを

行うこととします。 

 

■第３次安城市男女共同参画プランと上位計画・関連計画の計画期間 

 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

第７次安城市総合計画        

第３次安城市男女共同参画プラン        

        

安城市次世代育成支援行動計画        

あんジョイプラン６（第６次安城市高齢者

福祉計画・第５期安城市介護保険事業計画） 
       

第３次安城市障害者福祉計画        

健康日本２１安城計画 第１次計画 第２次計画 

 

 

次期計画へ 

次期計画へ 

次期計画へ 

次期計画へ 
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 安城市 

第７次安城市総合計画 

計画期間：平成 17 年度～平成 26 年度 

第３次安城市男女共同参画プラン 

計画期間：平成 25 年度～平成 29 年度 

安城市次世代育成支援行動計画 

計画期間：平成 17 年度～平成 26 年度 

あんジョイプラン６ 
（第６次安城市高齢者福祉計画・第５期安城市

介護保険事業計画） 

計画期間：平成 24 年度～平成 26 年度 

第３次安城市障害者福祉計画 

計画期間：平成 23 年度～平成 26 年度 

健康日本２１安城計画（第１次） 

計画期間：平成 16 年度～平成 25 年度 

その他の計画 

国 

男女共同参画社会基本法 

第３次男女共同参画基本計画 

計画期間：平成 23 年度～平成 32 年度 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する法律（DV 防止法） 

配偶者からの暴力の防止および被害者の保護

のための施策に関する基本的な方針 

愛知県 

あいち男女共同参画プラン 21（改定版） 

計画期間：平成 23 年度～平成 27 年度 

配偶者からの暴力防止及び 

被害者支援基本計画（２次） 

計画期間：平成 20 年度～平成 24 年度 

３ プランの策定体制 

計画は、市長の諮問機関である安城市男女共同参画審議会において策定及び推進に関する

重要事項を調査審議し、答申を行いました。庁内においては、各課の担当職員で構成する作

業部会、課長級職員で構成する幹事会において協議し、安城市男女共同参画審議会において

審議する各事項についての原案を作成しました。 

また、策定の過程において幅広く市民の意見や提案を反映させるため、事業所、市民活動

団体に対するヒアリング調査や、パブリックコメントを実施しました。 

 

 

４ プランの位置づけ 

計画は、男女共同参画社会の実現に向けて安城市の施策の方向と推進のための方策を明ら

かにしたものであり、「男女共同参画社会基本法」第１４条及び「安城市男女共同参画推進条

例」第１０条に基づく計画として位置づけます。 

また、本計画の一部は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」第２条

に定められた市町村基本計画としても位置づけることとします。 

 

■他計画等との関連図 
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■男女共同参画社会基本法 

男女共同参画社会基本法（抜粋） 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）を定めなければ

ならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱  

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するために必要な事項  

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）

を定めるように努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

■安城市男女共同参画推進条例 

安城市男女共同参画推進条例（抜粋） 

（基本計画の策定） 

第 10 条 市は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、男女共同参画の推進に関

する基本的な計画（以下「基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 市長は、基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ、安城市男女共同参画審議会の意見を聴かなければな

らない。 

３ 市長は、基本計画を定めるに当たっては、市民、事業者及び教育に携わる者の意見を反映するための必要な

措置を講ずるものとする。 

４ 市長は、基本計画を定めたときは、これを公表しなければならない。 

５ 前３項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

■配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（抜粋） 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基本計画」という。）を定めなけれ

ばならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針  

二配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する事項  

三その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項  

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町村

における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条に

おいて「市町村基本計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助言

その他の援助を行うよう努めなければならない。 
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第２章 安城市の現状と課題 

１ 統計データに基づく安城市の状況 
 
（１）人口・世帯の状況 

安城市の人口は、平成２年以降増加傾向にあるものの、年齢３区分別人口をみると、年少

人口及び生産年齢人口が減少し、高齢者人口（６５歳以上）が増加しており、少子高齢化が

進んでいます。人口構成は、自動車関連企業の立地などを背景に 35～44 歳が最も多くなって

います。 

若年労働者の減少は経済成長を制約し、年金・医療・福祉等の社会保障の分野における現

役世代の負担を増大させるなど、社会経済全般に大きな影響を及ぼすことが予想されます。

仕事、家庭生活、地域活動などにおいて、どちらか片方の性のみではなく、男女が相互に力

を合わせ、様々な課題に対応していかなければならない時期に来ています。 

 

■年齢３区分別人口の推移               ■年齢３区分別人口割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査                       資料：国勢調査 

■人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：’11 安城の統計 
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資料：国勢調査

その他の
世帯

核家族
世帯

単独
世帯

一般世帯

安城市の世帯数は、人口とともに増加傾向にありますが、核家族世帯や高齢者を含む単独世

帯が増加しているなど、家族のあり方にも変化がみられます。高齢者の単身世帯数は急増して

おり、そのうち女性が占める割合が高くなっています。 

これまで家族が担っていた子育て、介護などの機能は、核家族化の進展によりその基盤がも

ろくなっています。そのため、家庭を基本としつつ、子育てや介護について、社会全体で担っ

ていくことができるよう、地域、企業などの協力が必要となってきています。 

 

■世帯数と世帯構成の推移                 ■高齢者単身世帯の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

（２）婚姻・出産の状況 

安城市の出生数は、増減があるものの、やや減少傾向にあります。婚姻件数はほぼ横ばい

で推移しており、離婚件数は増減があるもののやや増加傾向にあります。 

子どもを安心して産み育てるためには、働くことと子どもを産み育てることの両方を選択

できる社会、多様なライフスタイルの選択を可能にする社会の実現が必要です。 

 

■出生数・死亡数・婚姻数・離婚数の推移 

 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 

出生数（件） 2,089 1,999 2,121 2,054 1,981 

死亡数（件） 955 975 1,023 1,042 1,103 

婚姻数（件） 1,223 1,272 1,329 1,248 1,202 

離婚数（件） 314 325 314 332 345 

資料：’11 安城の統計 
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国 愛知県 安城市

※値は安城市のみ表示しています。

 
（３）労働の状況 

産業分類別の就業者数の男女比をみると、第３次産業では男性よりも女性の就業者が多く

なっていますが、第１次産業では女性よりも男性の就業者が多く、第２次産業では７割以上

を男性が占める構成となっています。 

また、男女別の雇用形態の状況をみると、女性の５割強が「パート・アルバイト・その他」

となっています。 

 

 ■産業別の男女比                   ■男女別の雇用形態の状況 

 

 

 

 

 

 

 

             資料：国勢調査（平成 22 年）                  資料：国勢調査（平成 22 年） 

 

（４）女性の就労の状況 

 近年、女性の地位向上に対する意識は高まり、女性の高学歴化、社会参加が進んできまし

た。「男女雇用機会均等法」や「育児・介護休業法」の制定など、男女がともに働きやすい労

働環境をつくる法制度も整ってきました。 

安城市の年齢階級別労働力率をみると、結婚や出産を機にいったん仕事を辞め、子育てが

落ち着いた頃に再び就労することが考えられるＭ字曲線を描いているものの、平成１２年か

ら比較すると２０歳代後半から３０歳代後半にかけて曲線の谷間が浅くなっています。 

平成２２年における安城市と愛知県、国との比較では、大きな差はありません。 

 ■女性の年齢階級別労働力率の推移          ■女性の年齢階級別労働力率の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査                資料：国勢調査（平成 22 年） 
 

48.2

22.6

52.8

51.8

77.4

47.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第１次産業

（2,946人）

第２次産業

（40,080人）

第３次産業

（46,609人）

女性 男性

42.5

63.7

4.2 3.2

53.3

10.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性

（29,535人）

男性

（44,891人）

正規の職員・従業員

労働者派遣事務所の派遣社員

パート・アルバイト・その他
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（５）子育てや介護の状況 

安城市には保育所が３５か所あり、近年における保育所の入所児童者数の推移をみると微

増しています。特に０～２歳の低年齢児の入所が増加しています。 

また、安城市には、就学前教育の場として公立幼稚園が４か所、私立幼稚園が９か所あり

ます。入園児童数は減少傾向にありますが、３～５歳児については、保育所よりも幼稚園の

入園児童数が多くなっています。 

■保育所入園児童数の推移               ■幼稚園入園児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：’11 安城の統計              資料’11 安城の統計 

 

介護を社会全体で支える仕組みとして平成１２年に介護保険制度が創設されてから１０年

以上が経過し、人々の生活に定着してきました。高齢化や制度の浸透を背景に、安城市でも

介護が必要な要支援、要介護認定者の数は増加しており、給付費も増加しています。高齢化

がより一層進むことが予想されるなか、「介護は女性が担う」という固定的な性別役割分担意

識を解消していく必要があります。 

■要介護認定者数の推移              ■介護保険給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：’11 安城の統計                  資料：’11 安城の統計 
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（６）女性の参画の状況 

安城市の審議会等の女性委員比率をみると、やや減少傾向にあります。幼稚園・小学校・

中学校の女性管理職比率をみると増加傾向にありますが、いずれも平成２４年度の目標値は

達成が難しい状況となっています。安城市役所の女性管理職の割合は、平成２２年に１０％

を超えたものの、依然として低い状況となっています。女性が広く参画できる環境を整える

とともに、女性が安心して職務に取組めるよう、職場や家庭の理解を促進していくことが求

められます。 

 

■審議会等の女性委員の推移              ■幼稚園・小学校・中学校の女性管理職の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：平成 21 年度以降は学校教育課の値である。 

資料：第２次男女共同参画プランの指標の達成状況    資料：第２次男女共同参画プランの指標の達成状況 

 

■女性市議会議員の推移                ■市職員の女性管理職の推移 

 

 

   

 

 

 

 

 

資料：ザ・選挙ＨＰより     資料：第２次男女共同参画プランの指標の達成状況 
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9.5%

10.8%

9.0%
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12.0%
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女性管理職の割合
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DV相談件数

 

（７）暴力や犯罪等の状況 

安城市においては、市民課、子育て支援課においてＤＶや児童虐待等の相談を受け付けて

います。相談件数は平成２３年度に１７件となっており、減少傾向にはあるものの、依然と

してＤＶの相談は無くなっていません。 

 

■ＤＶの相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女共同参画審議会資料 
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２ 市民意識の状況 

市民の男女共同参画に対する意識を把握するとともに、第３次安城市男女共同参画プラン

の基礎資料とすることを目的としてアンケート調査を実施しました。 

調査は、平成２３年１２月に安城市に在住の２０歳以上の男女の中から無作為に抽出した

２，０００名を対象に行い、有効回収数は９６９票、有効回収率は４８．５％です。 

調査結果の概要は、次のとおりです。 

 

（１）各分野の平等感の状況 

男性・女性の立場やありかたについて、「男女平等である」が５割を超えたのは、学校教育

の場のみであり、地域活動や地域社会、家庭生活、職場、社会通念・慣習・しきたり、法律

や制度、政治の場については、５割を下回っています。 

 

■各分野での平等感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書（平成 23 年 3月、安城市） 

家庭生活で 

地域活動や地域社会

で 

学校教育の場

で 

職場で 

社会通念・慣習・しきたりなどで 

法律や制度の上で 

政治の場で 
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男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性
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11.0

4.5

7.3

0.8

2.0

8.6
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6.1

11.0
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35.3

26.0

29.8

9.3

11.5

38.4

36.7

41.7

44.7

19.7

28.4

33.6

33.5

42.7

34.6

44.9

37.8

62.1

57.8

34.1

27.0

28.3

17.0

49.2
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18.3
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6.0
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4.3

5.8
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4.5

5.5
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5.6

5.0

1.3
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0.7

1.3

1.4

3.3

1.1

0.5
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0.4
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11.0
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14.9

3.8
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3.8

4.3

4.0

6.4

4.3
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4.0

4.8

4.0

5.1

3.5

4.4

(%)

男性の方が優遇されている

どちらかといえば男性の方が優遇されている

男女平等である

どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が優遇されている

わからない

回答なし

問28　男性と女性の立場やあり方について　×　性別

n  =

396

564

396

564

396

564

396

564

396

564

396

564

396

564
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問9　×問１性別

n  =
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男性は外で働き、女
性は家庭を守る方

がよい

結婚は個人の自由
だから、結婚しても

しなくてもよい

夫は、妻や子供を
引っ張っていく方が

よい

女性は結婚したら、仕事
や自分自身の事より、夫
や子どもなど家族中心に
考えて生活した方がよい

男性は結婚したら、仕事
や自分自身の事より、妻
や子どもなど家族中心に
考えて生活した方がよい

男性は外で働き、女

性は家庭を守る方が

よい 

結婚は個人の自由

だから、結婚してもし

なくてもよい 

夫は、妻や子供を引

っ張っていく方がよ
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女性は結婚したら、

仕事や自分自身の

ことより、夫や子ども

など家族中心に考え

て生活した方がよい 

男性は結婚したら、

仕事や自分自身の

ことより、妻や子ども

など家族中心に考え

て生活した方がよい 
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問9　×問１性別

n  =

969

396

564

969

396

564

969

396

564

969

396

564

969

396

564

男性は外で働き、女
性は家庭を守る方

がよい

結婚は個人の自由
だから、結婚しても

しなくてもよい

夫は、妻や子供を
引っ張っていく方が

よい

女性は結婚したら、仕事
や自分自身の事より、夫
や子どもなど家族中心に
考えて生活した方がよい

男性は結婚したら、仕事
や自分自身の事より、妻
や子どもなど家族中心に
考えて生活した方がよい

男性は外で働き、女

性は家庭を守る方が

よい 

結婚は個人の自由

だから、結婚してもし

なくてもよい 

夫は、妻や子供を引

っ張っていく方がよ

い 

女性は結婚したら、

仕事や自分自身の

ことより、夫や子ども

など家族中心に考え

て生活した方がよい 

男性は結婚したら、

仕事や自分自身の

ことより、妻や子ども

など家族中心に考え

て生活した方がよい 

また、家庭生活の意識について、「男性は外で働き、女性は家庭を守る方がよい」という

考え方については、「そう思う」と「どちらかと言えばそう思う」を合わせた“賛成”が、お

およそ半数を占めています。性別でみると、「男性は外で働き、女性は家庭を守る方がよい」に

賛成する割合については、男性では５３．３％であり、女性の４１．９％と比較すると、     

１１．４「ポイント上回っています。 

■女性が仕事を持つことについての考え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書（平成 23 年 3月、安城市） 

ポイント 

○２人に１人が「男性は外で働き、女性は家庭を守る方がよい」と考えており、家事や

日常行為についても女性の負担が大きくなっています。そのため、特に家庭や職場

における固定的性別役割分担の見直しが必要です。 

 

 

（２）女性の参画について 

女性の仕事について、望ましい形としては、「子どもができたら仕事をやめ、子どもが大き

くなったら再び仕事をする方がよい」が、性別や年代に関わらず、５割近くを占め、最も高

い割合となっています。 

年齢別にみると、「結婚をしても、子どもができてもずっと仕事を続ける方がよい」が３０

歳代で２７．５％、４０歳代で２７．９％、５０歳代で２５．４％となっており、他の年代

と比べて上回っています。 
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■女性が仕事を持つことについての考え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■女性が仕事を持つことについての考え（前回調査との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書（平成 23 年 3月、安城市） 

ポイント 

○３０歳代から５０歳代にかけての約３割の人が、「結婚をしても、子どもができても

ずっと仕事を続ける方がよい」と考えており、ワーク・ライフ・バランスの実現に向

けて制度の充実とともに、家庭及び職場の理解の促進が求められます。 
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(%)

女性は仕事を持たない方がよい

結婚するまでは、仕事をする方がよい

子どもができるまでは、仕事をする方がよい

子どもができたら仕事をやめ、子どもが大きくなったら再び仕事をする方がよい

結婚をしても、子どもができてもずっと仕事を続ける方がよい

その他

回答なし

帯(横)

n  =
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238
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55.6

60.5

23.8

23.0

24.6

21.4

27.5

27.9

25.4

18.1

10.6

9.6

11.5

15.3

18.1

13.2

6.9

4.6

1.5

0.8

2.1

1.5

0.6

2.1

0.9

2.5

(%)

女性は仕事を
持たない方がよい

結婚するまでは、
仕事をする方がよい

子どもができるまでは、
仕事をする方がよい

子どもができたら仕事をやめ、
子供が大きくなったら再び仕事をする方がよい

結婚をしても、子どもができても
ずっと仕事を続ける方がよい

その他

回答なし

帯(横)

n  =

969

396

564

131

171

190

232

238

0 20 40 60 80 100

今回

前回

0.5

0.9

4.5

5.1

6.6

8.2

53.4

56.1

24.2

21.0

10.8

8.8

(%)

女性は仕事を
持たない方がよい

結婚するまでは、
仕事をする方がよい

子どもができるまでは、
仕事をする方がよい

子どもができたら仕事をやめ、
子供が大きくなったら再び仕事をする方がよい

結婚をしても、子どもができても
ずっと仕事を続ける方がよい

その他

帯(横)

0 20 40 60 80 100

今回

前回

0.5

0.9

4.5

5.1

6.6

8.2

53.4

56.1

24.2

21.0

10.8

8.8

(%)

女性は仕事を持たない方がよい

結婚するまでは、仕事をする方がよい

子どもができるまでは、仕事をする方がよい

子どもができたら仕事をやめ、子どもが大きくなったら再び仕事をする方がよい

結婚をしても、子どもができてもずっと仕事を続ける方がよい

その他

帯(横)
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（３）仕事と生活の調和について 

ワーク・ライフ・バランスを“認知している”割合は３４．１％となっており、特に女性

で低い傾向にあります。ワーク・ライフ・バランスという言葉や意味自体が充分に理解され

ていない状況であり、ワーク・ライフ・バランスの周知や理解の促進が必要です。 

ワーク・ライフ・バランス実現のために行っていることは、「効率よく仕事をする」割合が

男女ともに多くなっており、男性では「地域活動等に参加する」を選択している割合が約２

割と、女性に比べて高くなっています。 

           ■ワーク・ライフ・バランスの認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           ■ワーク・ライフ・バランス実現のために行っていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書（平成 23 年 3月、安城市） 

 

ポイント 

○「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）」を「知らない」が男女ともに高

く、特に女性は７割弱となっています。そのため、多様な働き方の選択や、働き方

の見直しに関する考え方を浸透させていく必要があります。 

 

 

 

0 20 40 60 80 100

全体

男性

女性

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳以上

8.7

11.1

6.7

13.0

10.5

8.9

8.2

5.0

25.4

28.8

23.0

26.7

24.0

25.3

21.1

30.3

63.0

56.8

67.7

58.0

64.9

64.7

69.8

56.7

3.0

3.3

2.5

2.3

0.6

1.1

0.9

8.0

(%)

内容まで知っている 聞いたことがある 知らない

回答なし

問21  ﾜｰｸ・ﾗｲﾌ・ﾊﾞﾗﾝｽという言葉について × 問1 性別

n  =

969

396

564

131

171

190

232

238

0 20 40 60 80 100

全体

男性

女性

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳以上

8.7

11.1

6.7

13.0

10.5

8.9

8.2

5.0

25.4

28.8

23.0

26.7

24.0

25.3

21.1

30.3

63.0

56.8

67.7

58.0

64.9

64.7

69.8

56.7

3.0

3.3

2.5

2.3

0.6

1.1

0.9

8.0

(%)

内容まで知っている 聞いたことがある 知らない

回答なし

問21  ﾜｰｸ・ﾗｲﾌ・ﾊﾞﾗﾝｽという言葉について × 問1 性別

n  =

969

396

564

131

171

190

232

238

0 20 40 60 80 100

全体

男性

女性

7.0

4.1

9.1

15.0

18.0

12.6

40.0

38.5

40.6

14.3

15.6

13.7

17.7

22.1

14.9

3.7

0.8

5.7

2.3

0.8

3.4

(%)

残業を減らす 年休をしっかり取る

効率よく仕事をする 自己啓発を進める

地域活動等に参加する その他

回答なし

問22-1 ﾜｰｸ・ﾗｲﾌ・ﾊﾞﾗﾝｽ実現のために行なっていること × 問1 性別

n  =

300

122

175
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（４）ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）の状況 

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）の被害経験の有無については、「１、２度あった」

が、言葉による暴力で１１．８％、長時間の無視で９．０％となっています。前回調査と比

較すると、“ドメスティック・バイオレンスの経験がある”は、若干減少する傾向にあるもの

の、根絶には至っていないことから、今後も根絶に向けた対策を継続していく必要がありま

す。 

また、ドメスティック・バイオレンスの被害に遭った際、「だれにも相談しなかった」が約

５割を占めています。 

■ドメスティック・バイオレンスの有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書（平成 23 年 3月、安城市） 

■ドメスティック・バイオレンスの相談 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書（平成 23 年 3月、安城市） 

ポイント 

○ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）の被害経験者のうち、「だれにも相談しなか

った」が約５割を占めており、表面化している以上に潜在的な件数が多いと推測さ

れます。ＤＶを予防する取組みをすすめるとともに、早期の発見に努めることが重

要となっています。 

 

0 20 40 60 80 100

医師の治療が必要となる暴行

医師の治療が必要とならない程度の暴行

言葉による暴力

長時間の無視

交友関係などの監視

性的な行為を強要される

 ｱﾀﾞﾙﾄﾋﾞﾃﾞｵなどを見せられる

生活費をわたされない

95.3

90.8

79.9

85.4

90.5

90.9

94.9

92.7

1.3

4.1

11.8

9.0

4.2

3.4

1.1

2.0

1.0

4.5

1.9

1.2

1.9

0.1

0.9

3.4

4.0

3.8

3.7

4.0

3.8

3.8

4.4

(%)

全く無い １、２度あった

何度もあった 回答なし

問26　ＤＶについて　単純

n  =

969

969

969

969

969

969

969

969
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0 20 40 60 80 100

今回

前回

2.2

2.7

29.2

37.3

19.8

17.5

3.9

2.8

44.4

40.4

0.5

(%)

十分反映されている ある程度反映されている

あまり反映されていない ほとんど反映されていない

わからない その他

帯(横)

 

（５）市政への女性意見の反映について 

市の施策へ女性の意見が反映されているかについては、「ある程度反映されている」が約３

割となっており、前回調査と比較して若干減少しています。 

■市の施策への女性の意見の反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書（平成 23 年 3月、安城市） 

 

■市の施策への女性の意見の反映（前回調査との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書（平成 23 年 3月、安城市） 

ポイント 

○市の施策へ女性の意見が反映されているかについては、「ある程度反映されている」

が約３割にとどまっており、前回調査を下回った結果となっています。そのため、

審議会等委員への女性の登用が広く促進されるよう、取組みを進めていく必要があ

ります。 

 

0 20 40 60 80 100

全体

男性

女性

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳以上

2.1

4.3

0.5

1.5

1.2

2.6

2.6

2.1

27.9

29.0

27.0

19.8

22.8

25.3

30.2

36.1

18.9

18.2

19.3

19.8

18.7

18.9

18.5

18.9

3.7

2.3

4.4

5.3

2.9

1.1

4.7

4.2

42.3

39.9

44.5

48.9

50.9

47.9

39.2

31.1

0.5

1.0

0.2

1.5

1.2

0.4

4.6

5.3

4.1

3.1

2.3

4.2

4.3

7.6

(%)

十分反映されている ある程度反映されている

あまり反映されていない ほとんど反映されていない

わからない その他

回答なし

帯(横)

n  =

969

396

564

131

171

190

232

238
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３ ヒアリング調査結果からみる各分野の状況 

（１）ヒアリング調査の実施概要 

 

 

 

 

 

（２）団体ヒアリング結果の概要 

 

 

 

 

 

（３）農業従事者ヒアリング結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

（４）事業所ヒアリング結果の概要 

 

別報告書まとめ参照 
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４ 安城市男女共同参画プランにおける目標数値の達成状況 

「第２次安城市男女共同参画プラン（中間改定）」において設定した目標数値について、以下の

ような基準に基づき達成状況を確認しました。 

 

【評価基準】 

・平成 23年度の実績値と平成 24 年度の目標値を比較し、すでに目標を達成している（Ａ） 

・平成 24年度の目標値は達成していないが、プラン掲載値から改善している（Ｂ） 

・プラン掲載値から横ばいである（Ｃ） 

・プラン掲載値から悪化（減少または増加）している（Ｄ） 

 

 「Ⅰ 男女平等の意識づくり」では、「男は仕事、女は家庭」に賛成する市民の割合がプラン策

定時から悪化しており、意識の浸透が進んでいない状況がうかがえます。女性関連図書の蔵書充

実や講座・イベント時の託児、協働による講座の開催など、市民が地域社会で学習するための基

盤づくりについては順調に推進されています。 

 「Ⅱ あらゆる場での共同参画」では、市管理職員の女性割合、あんじょう市民活動情報サイト

アクセス件数がプラン策定時から悪化しています。市民の地域活動への参加や市民活動センター

の利用などは非常に活発になってきています。 

 「Ⅲ 男女の自立と共生・参画を進める環境の整備」では、健康づくりに関する取組みや子育て

支援サービス、介護教室の開催などで順調に推進されてきています。 

全体ではＡ判定が半数を占め、概ね順調に推進されているところですが、市民の意識の面や行

政における女性職員の積極的な管理職登用などの面でさらなる取組みが求められます。 

 

■目標数値の達成状況（全体） 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 合計 

Ⅰ 男女平等の意識づくり 
項目数 4 4 1 2 11 

割合 36.4% 36.4% 9.1% 18.2% 100.0% 

Ⅱ あらゆる場での共同参画 
項目数 10 4 1 2 17 

割合 58.8% 23.5% 5.9% 11.8% 100.0% 

Ⅲ 男女の共生と自立・参画を進め

る環境の整備 

項目数 11 6 1 2 20 

割合 55.0% 30.0% 5.0% 10.0% 100.0% 

合計 
項目数 25 14 3 6 48 

割合 52.1% 29.2% 6.3% 12.5% 100.0% 
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Ⅰ 男女平等の意識づくり 

Ⅰ－１ 保育・教育の場での推進 

検 証 指 標 プラン掲載値 
実績値 目標値 

達成状況 
H23 年度 H24 年度（最終年） 

学校教育の場が男女平等であると考える市

民の割合  

女性 61.9％ 

男性 75.7％ 

(H16 年度) 

女性 75.8％ 

男性 78.3％ 

女性 68％ 

男性 83％ 
Ｂ 

子どもは女らしさ、男らしさにとらわれず、

個性を尊重するように育てた方がよいと考

える市民の割合 

女性 66.3％ 

男性 48.1％ 

(H16 年度) 

女性 67.4％ 

男性 60.5％ 

女性 73％ 

男性 53％ 
Ｂ 

幼稚園・小学校・中学校の管理職のうち女

性が占める割合 

16.7% 

(H17.4) 

20.9%（学校教育課） 

100%（子ども課） 
38% Ｂ 

Ⅰ－２ 家庭での推進 

検 証 指 標 プラン掲載値 
実績値 目標値 

達成状況 
H23 年度 H24 年度（最終年） 

家庭生活の場が男女平等であると考える市

民の割合  

女性 21.5％ 

男性 38.6％ 

(H16 年度) 

女性 38.4％ 

男性 48.8％ 

女性 24％ 

男性 43％ 
Ａ 

「男は仕事、女は家庭」という考え方に賛

成・どちらかといえば賛成の市民の割合 

女性 18.0％ 

男性 36.3％ 

(H16 年度) 

女性 42.4％ 

男性 54.1％ 

女性 15％ 

男性 29％ 
Ｄ 

育児講座への男性の参加率 
29.7% 

(H19 年度) 
25.8% 32% Ｄ 

Ⅰ－３ 地域社会での推進 

検 証 指 標 プラン掲載値 
実績値 目標値 

達成状況 
H23 年度 H24 年度（最終年） 

社会通念・慣習・しきたりなどにおいて男

女平等であると考える市民の割合 

女性 5.5％ 

男性 19.5％ 

(H16 年度) 

女性 20.2％ 

男性 32.8％ 

女性 8％ 

男性 28％ 
Ａ 

女性関連図書の蔵書冊数 
1,145 冊 

(H17.4) 
1,769 冊 1,600 冊 Ａ 

託児を設置した公民館講座・イベントの数

(生涯学習課分） 

15 事業 

(H16 年度) 
20 事業 17 事業 Ａ 

市民との協働による講座の開催数(生涯学

習課分） 

9 講座 

(H16 年度) 
22 事業 25 講座 Ｂ 

女性が会長を務めている老人クラブ数 
3 クラブ

(H17.4) 
3 クラブ 5 クラブ Ｃ 
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Ⅱ あらゆる場での共同参画 

Ⅱ－１ 方針・施策決定の場における女性の参画促進 

検 証 指 標 プラン掲載値 
実績値 目標値 

達成状況 
H23 年度 H24 年度（最終年） 

公民館講座の講座数 
155 講座 

（16 年度） 
227 講座 175 講座 Ａ 

さんかく２１・安城の参加グループ数 
21 グループ 

(H17.4) 
21 グループ 27 グループ Ｃ 

人材リストへの登載者数 
56 人 

(H17.4) 
104 人 125 人 Ｂ 

本会議及び各委員会等の傍聴者数 
627 人 

(H16 年) 

697 人 

(H23 年) 
500 人 Ａ 

審議会等における女性委員の割合 
23.9% 

(H17.4) 

25.6% 

(H24.4) 
31% Ｂ 

市管理職員のうち女性が占める割合 
9.9% 

(H17.4) 
9.0% 12% Ｄ 

Ⅱ－２ 地域生活・地域社会における促進 

検 証 指 標 プラン掲載値 
実績値 目標値 

達成状況 
H23 年度 H24 年度（最終年） 

地域活動へ参加している市民の割合 

女性 38.9% 

男性 30.7% 

(H16 年度) 

女性 45.9% 

男性 46.7% 

女性 43% 

男性 34% 
Ａ 

安城市民活動センター相談来訪者数 
116 組/年 

（H17 年度） 
157 組/年 250 組/年 Ｂ 

安城市民活動センター登録団体数 
54 団体 

(H17.4) 

360 団体 

（H24.4） 
305 団体 Ａ 

生涯学習ボランティアセンター利用団体数 
3 団体 

(H17.4) 
15 団体 6 団体 Ａ 

あんじょう市民活動情報サイトアクセス件

数 

25,741 件/年 

（H18 年度） 
13,018 件/年 24,000 件/年 Ｄ 

安城市民活動センター来訪者数 
4,418 人 

（H17 年度） 
14,301 人 7,000 人 Ａ 

社会福祉協議会ボランティアセンター登録

団体数 

109 団体 

(H17.4) 

192 団体 

（H24.4） 
180 団体 Ａ 

シルバーカレッジなど高齢者の社会参加を

促進するための講座の開催数 

2 講座 

(H16 年度) 
７講座 4 講座 Ａ 

Ⅱ－３ 働く場における促進 

検 証 指 標 プラン掲載値 
実績値 目標値 

達成状況 
H23 年度 H24 年度（最終年） 

就業に関する広報活動回数 
7 回 

(H16 年度) 
25 回 18 回 Ａ 

市男性職員の育児休業等の取得率（配偶者

の出産補助のための特別休暇等を含む） 

80.8％ 

（H17 年度） 
77.8% 55% Ａ 

家族経営協定の締結農家戸数 
39 戸 

(H17.4) 
59 戸 63 戸 Ｂ 
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Ⅲ 男女の自立と共生・参画を進める環境の整備 

Ⅲ－１ 生涯にわたる健康づくり 

検 証 指 標 プラン掲載値 
実績値 目標値 

達成状況 
H23 年度 H24 年度（最終年） 

受診者を女性に限定した人間ドック実施回

数 

7 回 

(H16 年度) 
26 回 22 回 Ａ 

ヘルスメイト数 
63 人 

(H17.4) 

69 人 

（H24.5） 
144 人 Ｂ 

健康づくりリーダー数 
16 人 

(H17.4) 

39 人 

（H24.4） 
35 人 Ａ 

市民保養事業利用件数 
37,932 件 

(H16 年度) 
38,948 件 46,800 件 Ｂ 

妊娠 11 週までの早期届出率 
25.4% 

(H19 年度) 
93.9% 64.0% Ａ 

妊婦の喫煙率 
4.1% 

(H16 年度) 
2.54% 1.0% Ｂ 

思春期保健相談士数 
0 人 

(H17.4) 

6 人、係員 3人 

(H24.4) 
5 人 Ａ 

学校等への性教育などに関する物品の貸し

出し及び講師（健康教育講師）派遣回数 

0 件 

(H16 年度) 

派遣 ：9件 

貸出し：5件 
15 回 Ｂ 

Ⅲ－２ 人権の擁護と自立への支援 

検 証 指 標 プラン掲載値 
実績値 目標値 

達成状況 
H23 年度 H24 年度（最終年） 

相談件数 
1,500 件 

(H16 年度) 
1,573 件 2,500 件 Ｂ 

行政職員に対するドメスティック・バイオ

レンス研修の実施率 

0% 

(H16 年度) 

（H21 年度で  

完了） 
70% Ａ 

ドメスティック・バイオレンス庁内連絡会

議の開催回数（年間） 

0 回 

(H16 年度) 
0 回 2 回 Ｃ 

虐待等防止地域協議会の開催回数 
2 回 

(H16 年度) 
3 回 3 回 Ａ 

母子自立支援員相談件数 
617 件 

(H16 年度） 
553 件 790 件 Ｄ 

Ⅲ－３ 参画を助ける環境の整備 

検 証 指 標 プラン掲載値 
実績値 目標値 

達成状況 
H23 年度 H24 年度（最終年） 

夜間保育実施箇所数 
0 か所 

(H17.4) 
1 か所 1 か所 Ａ 

特定保育実施箇所数 
0 か所 

(H17.4) 
2 か所 3 か所 Ｂ 

子育て支援センター設置数 
3 か所 

(H17.4) 
5 か所 5 か所 Ａ 

育児支援家庭訪問件数 
26 件 

（H18 年度） 
24 件 40 件 Ｄ 

児童クラブ設置数 
24 か所 

(H17.4) 
32 か所 30 ケ所 Ａ 

在宅介護支援センター設置数 
6 か所 

(H17.4) 

（H21 年度で  

完了） 
8 か所 Ａ 

介護教室の開催数 
25 回 

(H16 年度) 
96 回 90 回 Ａ 
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５ 安城市の重点項目のまとめ 

統計データやアンケートからの市民意識、各種ヒアリング結果、「第２次安城市男女共同参

画プラン（中間改定）」などを踏まえ、「第３次安城市男女共同参画プラン」の重点項目を以

下のようにまとめました。 

重点項目１ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現 

「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）」という言葉、意味の認知度が低いため、

多様な働き方の選択や、働き方の見直しに関する考え方を浸透させていく必要があります。

また、アンケート結果からは、「男性は外で働き、女性は家庭を守る方がよい」といった意識

を持つ市民が前回の調査から増加し、個人の状況や希望に基づいた生活の選択ができにくい

環境になっているおそれがあります。 

本市は企業が多く、男性の生活スタイルが仕事に偏重してしまう場面が多くみられます。

育児や介護のための休業制度を取得できない理由としては「職場に休める雰囲気がないから」

が多くなっています。また、業種や企業の規模によっては、ワーク・ライフ・バランスの考

え方が浸透しにくい環境であることも多いため、企業の協力を得ながら情報提供、啓発のた

めの取組みを工夫していく必要があります。 

さらに、農業の分野でも家族経営協定の締結などを進めることでワーク・ライフ・バラン

スの実現を目指す取組みが進んでいます。かつて農業先進地として発展してきた本市におい

て、男女共同参画の分野においてもさらなる取組みの充実が求められます。 

重点項目２ ドメスティック・バイオレンスへの対応 

本市のＤＶの経験者はわずかながら減少傾向にありますが、根絶には至っていません。相

談件数も近年各年度１０件を超え、保護・措置に至る世帯もみられます。国においてＤＶ防

止法などの法整備は進んでいますが、アンケートでは被害を受けた際にだれにも相談してい

ない割合が高く、潜在的な被害者が相談件数よりも多くいることが予想されます。 

地域では、子育てやＤＶ相談などに取組む市民活動団体が活発に活動しており、行政で担

うことが難しい、きめ細かな支援を行っています。本プラン（ＤＶ防止基本計画の位置づけ）

に基づき、それぞれの施策を整理するとともに、体系的な取り組みの強化を図っていく必要

があります。 

重点項目３ 方針決定過程への女性参画の促進 

アンケートによると、市の施策へ女性の意見が「ある程度反映されている」が約３割にと

どまっており、前回調査と比較すると若干減少しています。審議会等委員への女性の登用率

は平成２４年４月１日で２５．６％と、前年に比べてやや低下しています。平成１７年以降、

審議会等委員への女性の登用率は２５～３０％未満で推移し、目標の平成２４年度３１％に

は未だ達していない状況であるため、さらなる取組みの強化が必要です。 

また、行政においては市管理職員の女性登用の推進が鈍い状況がみられます。市民のモデ

ルとなる企業の１つとして、市役所において率先した女性登用の取組みを進めていく必要が

あります。 
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安城市男女共同参画プラン  ： 基本的人権としての平等 

第２次安城市男女共同参画プラン ： 「平等」「参画」 

 

「「平平等等」」…誰もが基本的人権を認識し、個人として尊重され、法の下に平等で差別されないこと 

「「参参画画」」…男女がともに、様々な分野で個性と能力を発揮するとともに、意思決定過程へ加わること  

「「実実行行」」…一人ひとりが男女共同参画の担い手である認識を持ち、行動に移していくこと  

    

 

  

第３章 プランの基本的な考え方 

１ 基本理念 

「基本理念」は、プランの基本となる考え方を示すものであり、プランを推進するすべて

の主体が共有するものとなります。これまでの安城市男女共同参画プランでは、１次プラン

で「基本的人権としての平等」、２次プランで「平等」「参画」が基本理念として掲げられて

いました。 

このたび策定する第３次安城市男女共同参画プランでは、国の第３次基本計画でも掲げら

れている「実効性のあるアクション・プランとする」方向性などを踏まえ、第２次プランの

基本理念に、「実行」を加えることとして設定します。 

 

■これまでの安城市男女共同参画プランにおける基本理念 

 

 

 

■第３次安城市男女共同参画プランにおける基本理念（案） 
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男男女女共共同同参参画画社社会会のの実実現現  

  

２ プランの最終目標（目指す姿） 

男女共同参画社会基本法においては、男女共同参画社会とは、「男女が、社会の対等な構成

員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、

もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、

共に責任を担うべき社会」と定義付けられており、この男女共同参画社会を実現することは

「21 世紀の我が国社会を決定する最重要課題」とされています。 

 安城市男女共同参画推進条例の前文においても、男女共同参画社会の実現を目指して条例

が制定されていることがうたわれており、第３次安城市男女共同参画プランにおいても、「安

城市男女共同参画プラン」「第２次安城市男女共同参画プラン」を継承し、最終目標を『男女

共同参画社会の実現』とします。 

 

■第３次安城市男女共同参画プランにおける最終目標（案） 

 

 

 

 

 

■第３次安城市男女共同参画プランにおけるキャッチフレーズ 

 

 

 

 

 

審議会委員のご意見等をもとに決定します。 
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３ 基本目標 

 

 

 家庭や地域、職場、学校のあらゆる場面において固定的な性別役割分担意識にとらわれず、

だれもが自分らしく生きることができるよう、男女共同参画意識の促進を図ります。 

 

 

 

 女性のエンパワーメントへの支援を行い、あらゆる分野において方針・政策決定の場にお

ける女性の参画を促進します。 

また、家庭や企業におけるワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の取組みを推

進し、男女がともに家庭生活を担うための環境づくりを進めます。 

 さらに、地域活動や市民活動への参加を促進し、災害時などを含む様々な分野において女

性の視点での取組みができるように環境を整備します。 

 

 

 

 男女の自立と共生は、参画を助ける環境の整備をライフステージにあわせて取組めるよう

進めます。働く男女の心身の健康づくり、子育て支援の充実など、環境の整備を支援します。 

 

 

 

 あらゆる男女間の暴力の防止に関する周知・啓発を行うことで、ＤＶの未然防止に取組み

ます。また、早期段階で相談できる体制を整備するとともに、被害にあった場合の相談や自

立支援の充実を図ります。 

 

基本目標Ⅰ 男女平等意識の促進 

基本目標Ⅱ 男女共同参画社会の実践 

基本目標Ⅳ 女性に対する暴力の根絶 

基本目標Ⅲ 男女の自立と共生・参画を進める環境の整備 


